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うち約 2 割にすぎず、約 8 割の人が利用していない現状が見られ、初職継続者や
正規雇用者の利用に偏る現状が見られた。離職者は過半数に及ぶものの、就業意欲
を持つ人が約 9 割に及んだが、就業希望者において、家庭との両立等に不安を抱





行動者率は多くなっているものの、平日の行動者率は低く、育児は 4 人に 1 人、
家事は約 1 割にすぎない。一方、夫の行動者平均時間においては、平日において





































































育児と就業の特徴および政策を総合的に把握する。こうして 2 章から 5 章までの枠
組み条件の分析により、本論文では、都市部の高学歴女性に限定して、その問題と
政策課題を総合的に分析するという課題を設定するに至る。 
この論文の中軸となるのは、第 6 章から 8 章の 3 つの章である。まず第 6 章「東
京圏における高学歴女性の就業と育児に関する分析」は、現代女性キャリア研究所








また 7 章では、豊島区内の 4 保育園・1 幼稚園の保護者（夫婦回答も含む）への
独自な「家庭生活と職業生活に関するアンケート調査」の分析である。本来は夫婦
への生活時間調査により量的な解析を行う予定であったが、男性の回答が少なく、
夫婦間の事例研究としてその調査を生かすようにした。総労働時間はどの夫婦にお
いても長時間化しており、就業と家事・育児の両立に困難さを訴える声が多く、ま
た親族・行政による育児支援の資源も脆弱であることが明らかになった。第 8 章は、
日本女子大学現代女性キャリア研究所の受託研究、「千葉県内中小企業における育
児にかかわる実態・制度面での課題」をもとにしている。ここでは育児休業時での
代替要員の不足や長時間労働への対策、女性活用のための支援政策の貧弱さなど、
企業の側からもいくつかの課題が提起される。 
9 章は、『生活経済政策』に寄稿した、政策・制度面で問題提起を行った査読付
き論文を基にしている。女性活躍推進法、育児休業法(とその改正)、保育支援政策
などを検討し、北欧諸国において就業促進、育児支援、同権政策が統合され、成果
を生み出しているモデルに対して、日本は個別で、分断され、成果からほど遠い「政
策形成」の欠陥が指摘される。 
本論文の意義は、都市部高学歴女性に限定してではあるが、未就学児の持つ女性
の就業に関して、多面的な分析視角から構造全体を貫く問題点を提起していること
である。とくに女性のキャリア形成の困難さに着目したところに独自性がある。女
性たちが直面している問題は多義にわたっておりそれは労働時間の長さ、通勤時間
の長さ、生活圏・公共の育児資源の脆弱さ、性別役割分担を是正するための条件の
欠如（男性働き手の長時間労働）など多義に及んでおり、克服の糸口を見つけるこ
とは容易ではない。しかしアメリカの市場活用戦略とネットワークによる共助資源
の活性化、あるいは北欧の公共サービス化戦略など、いくつかのモデルは存在して
いる。適切な政策提起と資源の集中的活用により、日本でも脆弱で停滞した現状を
克服する糸口を見つけることは可能である。その実証に裏付けされた政策提起が、
この論文の次の課題として残されている。 
